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１ はじめに

有明海においては、多年にわたる諸要因により、その取り巻く環境が大きく変化し、

漁業生産が経年的に減少しているため、その再生に向けた取組が急務となっている。

平成 年度に有明海で発生したノリ不作を契機として、有明海の環境変化の原因究12
明が強く求められたところであり、農林水産省においては、有明海の漁業生産の不振の

原因を究明し今後の対策を提言することを目的として、平成 年 月に「ノリ不作等12 3
対策関係調査検討委員会 （以下 「ノリ不作等第三者委員会 ）を設置し、短期開門調」 、 」

査を含む開門総合調査を実施した。併せて、農林水産省を含む関係省庁においては、関

係県と連携して、有明海海域環境調査（国土総合開発事業調整費調査（以下 「国調費、

調査」という ）及び行政対応特別研究等の各種調査を進めてきたところである。。）

また、平成 年 月に「ノリ不作等第三者委員会」で取りまとめられた「諫早湾干13 12
拓地排水門の開門調査に関する見解」の趣旨等を踏まえ、農林水産省において、有明海

全体の環境改善の方策を講ずるための総合的な調査の一環として、平成 年４月から14
１ヶ月の開門調査（海水導入）の観測結果と、これと一体的に実施した干潟浄化機能調

査及び流動解析等調査の結果を基に、有明海の環境変化への影響が指摘されている要因

の一つである諫早湾干拓事業が有明海の環境に及ぼしているとされる影響をできる限り

量的に把握するため、短期開門調査を含む開門総合調査が実施された。

一方、中・長期開門調査について、農林水産省は、短期の開門調査の結果及びその影

響、有明海における各種調査の動向、ノリ作期との関係等の観点を踏まえて総合的な検

討を行った上で、平成 年度中に設ける新たな場での議論を経て判断することとして14
おり、平成 年 月 日に農林水産省（農村振興局長）からの委嘱により設置された15 3 28
「中・長期開門調査検討会議 （以下 「検討会議 ）において、その取扱いを判断する」 、 」

ために必要な論点整理が行われているところである。

本専門委員会は、第３回検討会議において、調査によって得られる成果、調査実施に

想定される影響とその対策、調査に当たっての留意事項及び調査のあり方について、専

門的、技術的な観点から検討し取りまとめを行うために専門委員会の設置が決定された

ことを受け、平成 年７月に設置されたものである。15
、 、「 」本専門委員会においては ８回の専門委員会を開催して ノリ不作等第三者委員会

の見解及び見解公表後に得られた各種調査結果等の新たな知見、その他既存の資料等も

踏まえ、広範かつ専門的な議論を積み重ねた。本報告書は、専門的、技術的観点から付

託事項について検討、整理したものを取りまとめたものである。
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２ 中・長期開門調査の位置付け

ノリ不作等第三者委員会の「見解」の趣旨等を踏まえて実施された短期開門調査を含

む開門総合調査は、諫早湾干拓事業による有明海の環境に対する影響の度合いを把握す

ることを目的として実施された。今回、中・長期開門調査の検討を行うにあたっても、

諫早湾干拓事業の有明海への影響の把握といった観点から、短期開門調査を含む開門総

合調査 国調費調査及び行政特別研究などの調査成果等 ノリ不作等第三者委員会の 見、 、 「

解」以降に得られた新たな知見を踏まえ、中・長期開門調査によって期待される成果、

調査によって想定される影響と対策、調査にあたっての留意事項、調査のあり方等につ

いて、専門的・技術的に検討し取りまとめたものである。
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３ 専門委員会の検討経緯

中・長期開門調査検討会議において、専門委員会の設置及び中・長期開門調査に係る

、 。専門的検討事項が決定されたことを受け ７月 日に第１回専門委員会が開催された21
第１回専門委員会においては、検討会議から付託された専門的事項をどのような手順

で検討するかについて議論を行った。

第２回専門委員会（ 月 日）においては、諫早湾干拓事業の環境影響評価、環境モ8 25
ニタリング、環境影響評価のレビュー等諫早湾干拓事業の環境関係調査の経緯、有明海

の再生に向けた総合的な調査の一環である短期開門調査の結果、行政対応特別研究のう

ちの赤潮、有害プランクトンに係る研究・調査の現状、国調費調査の成果について報告

を受け、質疑を行った。

第３回専門委員会（ 月８日）においては、開門総合調査の全体とりまとめ（案 、10 ）

行政対応特別研究の現時点の成果、国調費調査の成果について報告を受け、質疑を行う

とともに、開門総合調査、行政特研、国調費調査をもとにして中・長期開門調査の検討

を進める方針を確認した。

第４回専門委員会（ 月 日）においては、有明海の海域環境や漁業生産の実情と10 28
改善に関する、これまで行われた諸般の学術的調査、研究や報告を幅広い観点から整理

し、今後の議論に反映することとした。また、中・長期開門調査に係る専門的事項につ

いて、ノリ不作等第三者委員会の見解に示された６項目ごとに、専門委員会の議論を集

約し、中・長期開門調査でどのような成果が期待されるのか等について検討を進めるこ

とを確認した。

第５回専門委員会（ 月９日）においては、第４回の議論を受けて、各委員が専門的11
事項に関する意見を書面で提出した。また、短期開門調査における被害回避対策結果並

びに中・長期開門調査実施に想定される影響と対策についての報告を受けた。これらを

、 、 。踏まえて 中・長期開門調査に係る専門的事項について 前回に引続いて検討を行った

第６回専門委員会（ 月 日）においては、検討会議に対し経過報告を行ったこと11 19
及び検討会議委員からの意見について報告を受けた。また、前回までの検討及び開門方

法の考え方等並びに有明４県の漁業生産及び環境条件の経年変化についての報告を踏ま

え、中・長期開門調査に係る専門的事項について検討を深めた。

第７回専門委員会（ 月 日）においては、検討会議から付託された専門的事項に11 30
係る報告書原案について検討を行った。

第８回専門委員会（ 月 日）においては、前回に引き続き、検討会議から付託さ12 13
れた専門的事項に係る報告書案について検討を行った。
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４ 有明海と諫早湾干拓事業

（１）地形

有明海は、九州の西岸に南から入り込んだ内湾で、その流域面積は約 ㎞ を8,300 2

有し、湾軸の延長 ㎞、平均幅 ㎞で、水域面積が約 ㎞ であるのに対し、96 18 1,700 2

湾口の幅は狭く、我が国の主な内湾の中でも極めて閉鎖性が高いことが地形的特徴と

なっている（図 。4-1）
また、諫早湾は、有明海の湾奥西側にある支湾で、水域面積は約 ㎞ 、流域面積75 2

は約 ㎞ とそれぞれ有明海の ％、 ％を占めている。なお、諫早湾干拓事業328 4.4 4.02

の潮受堤防で締切った面積は約 ㎞ であり、その流域面積は ㎞ で有明海に占36 2492 2

めるそれぞれの割合は ％、 ％である（表 。2.1 3.0 4-1）

※有明海の範囲を熊本県長洲町から長崎県有明町を結ぶ線より北側に限定し、この線より南側を
島原湾と区別して呼ぶ場合もあるが、ここでは早崎瀬戸までの全体を有明海と呼ぶ。

図 有明海周辺の地形の状況4-1

諫早湾干拓事業は、背後低平地の高潮、洪水、常時排水不良等に対する防災機能の

強化と大規模で平坦な生産性の高い優良農地の造成を目的として、昭和 年度に着61
工され、平成 年度完了を目指して工事が進められている。主要造成施設は、潮受18
堤防約 、農用地等 及び調整池面積約 である。潮受堤防は、平成４7km 816ha 2600ha
年度に本格工事着手後、平成９年４月の締切りを経て平成１１年度に完成している。

また、調整池は水位を に管理することにより、背後低平地の常時排水不良を解-1.0m
消するとともに、高潮、洪水に対する防災機能の強化が図られている（図 。4-2 ）
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図4-2 諫早湾干拓事業地区の状況

なお、諫早湾干拓調整池の面積、容量等については、表 に示した。4-1

表4-1 有明海・諫早湾・調整池に関する面積、容量等の諸元

項 目 有明海 諫早湾 調整池注1) 注2～4)

(有明海に対するパーセント) (有明海に対するパーセント)

(4.4％) (1.2％)面 積(km )２ 約 約1,700 75 20約
( -1m )管理水位標高 時

(4.0％) (3.0％)流域面積(km )２ 約 約 約8,300 328 249
(1.5％) (0.08％)容 量(億m )３ 約 約 約340 5 0.29
(4.6％) (3.0％)年間流入量(億m )３ 約 約 約145 6.6 4.3

（昭和53～62年平均）

標高 管理水位潮位 朔望平均満潮位 注5) +2.563m
-2.358m -1.0 -1.2m調整池水位 朔望平均干潮位 注5) 標高 標高 ～

 出典：日本海洋学会 日本全国沿岸海洋誌[1985]；九州農政局 諫早湾干拓事業計画（一部変更）に係る

環境影響評価書；九州農政局 国営諫早湾土地改良事業変更計画書；気象庁 平成 15 年潮位表 

注1） 有明海のデータには、潮受堤防内に係るものを含む。 

注2） 諫早湾の面積、容量には、潮受堤防内に係るものは含まない。 

注3） 諫早湾の流域面積は、地形図を用いて求めた。 

注4） 諫早湾の容量は深浅測量結果から概略的に算定した。 

注5） 朔望平均満潮位、朔望平均干潮位は湾奥の気象庁大浦検潮所のデータによる。 
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（２）流入する河川流量

有明海に流入する水量は、日平均で約 万ｍ あり、そのうち約 ～ 割が筑3,800 7 83

後川をはじめとする有明海東側の流域から流入している。これに対応して、有明海に

流入する負荷量も約 ～ 割は有明海東側の流域から流入している。7 8
なお、本明川を含む諫早湾干拓調整池の流域からの流入水量及び負荷量が有明海全

（ 。体に占める割合は、ともに ～ ％となっている 図1 2 4-3 ）

図 有明海に流入する水量と負荷量（平成13年）4-3
（出典：有明海海域環境調査報告書(2003)、表3.2.7及び参表3.2.2から作成）

なお、有明海は濁った海と呼ばれているが、これは阿蘇火山帯を源とする筑後川、

矢部川、菊地川、白川、緑川などから流れ込んだ微細な粘土粒子、シルトなどが浮泥

化して、潮流によって運搬、沈降、堆積を繰り返しているためである。この浮泥は、

、 、 、栄養塩の凝集・吸着 拡散に加え 有明海の持つ自浄作用に大きく寄与するとともに

沈降した浮泥は底生生物の餌料にもなっている。
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（３）潮位・潮流

、 、 、有明海は その特異な地形条件を反映して 我が国でもっとも潮差の大きい海域で

潮差が湾口部から湾奥部に向かって大きくなっていくという特徴を有しており、大潮

差（大潮時の潮差の年平均値）をみると、有明海湾口部の口之津で ｍ、湾奥の佐3.4
賀県大浦で ｍとなっている。なお、我が国各地の大潮差を比較すると、太平洋に4.9
面した東京湾、伊勢湾の大潮差は、それぞれ ｍ、 ｍであり、有明海では湾口に2.0 2.5
おいて既に大きい大潮差がさらに湾内で増幅されることにより、有明海の特徴である

)。我が国最大級の干満差を形成している（図 4-4

注) 大潮差は、気象庁の潮位実況の最近５カ年間（平成９～13年）の朔望満潮位
と朔望干潮位の差を表示

図 有明海、伊勢湾及び東京湾の大潮差4-4
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6.6 (3.3一方 有明海の潮流は 平均大潮時の最強流速で湾奥部の早崎瀬戸で ノット、 、

ｍ を示すが、湾奥では ～ ノット ～ ｍ ）を示すとともに、流向は、湾/s) 1 1.5 (0.5 0.8 /s
軸方向に半日周期で変化し、上げ潮時と下げ潮時でおおむね逆向きとなっている（図

。4-5）
さらに、平均流は、有明海の湾奥部と湾央部で反時計回りの傾向が、これより南で

は湾口に向かう傾向がみられる（図 。4-6 ）

図 大潮期平均流速の分布 図 平均流の分布4-5 4-6
(海上保安庁(1978)による) (海上保安庁(1978)による)

    

単位：ﾉｯﾄ
ﾉｯﾄ 秒1 =51cm/
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（４）干潟

有明海は、東京湾や大阪湾よりやや大きく、伊勢湾とほぼ同じ大きさで、平均水深は

約 と全体的に浅く湾口部が狭い内湾である。また、有明海の潮汐は、日本最大で、20m
大潮時の潮位差は奥部でとりわけ大きく ～ にも達し、これは東京湾の約 倍にあ5 6m 2.5
たる。

有明海においては、湾奥沿岸を中心として広大な干潟が発達しており、その面積は約

で、わが国の干潟総面積の ％ほどを占めている。207km 402

有明海の干潟のうち砂質や砂泥質の干潟は、福岡県の筑後川、矢部川、熊本県の菊池

川、白川、緑川等によって海域に流入した土砂の中で粒径の大きな砂などが河口域や有

明海の東側に堆積したとされている。一方、泥質干潟は、阿蘇・久住山系の火山灰質の

土砂からなる粒径の細かい粘土、シルト等が潮汐により沈降、堆積と巻上げによる再懸

濁を繰り返しながら反時計回りの循環流などによって輸送され、流れの弱い六角川河口

。 、 、域から諫早湾に堆積したとされている 主な干潟としては 砂泥質干潟の菊池川河口域

緑川・白川河口域、また泥質の筑後川河口域、六角川（及び嘉瀬川）河口域、塩田川・

鹿島川河口域等の干潟が挙げられる。

諫早湾干拓事業では、約 の干潟が潮受堤防により締め切られたが、これは有15.5km2

明海の干潟面積の約 ％にあたる（図 。7.5 4-7 ）

図 有明海における主な干潟の分布4-7
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５）環境モニタリング（

○有明海における漁場環境モニタリング（浅海定線調査）

有明海の漁場環境については、水産庁の漁場モニタリング事業である浅海定線調査によ

り、福岡、佐賀、長崎、熊本の関係県と連携して長年にわたり調査が実施されており、そ

の観測結果は各県地先における漁場の状況を把握するために活用されている（図 。4-8）
なお、浅海定線調査では、水温、塩分、透明度、プランクトン沈殿量、溶存酸素量、化

（ ）、 、 、 、 、学的酸素要求量 硝酸態窒素 亜硝酸態窒素 アンモニア態窒素 リン酸態リンCOD
ケイ酸態ケイ素等の項目を観測している。

図 有明海における浅海定線調査の観測地点4-8

 

諫早湾干拓事業に係る環境

モニタリングの調査範囲 
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○諫早湾干拓事業に係る環境モニタリング

諫早湾干拓事業では、事業を実施するにあたり、長崎県環境影響評価事務指導要綱に

基づいて、環境アセスメント（環境影響評価）を実施し、工事中及び事業完了後の周辺

地域環境への影響の予測・評価を行うとともに、工事中及び事業完了後の環境保全が適

切に図られるよう環境モニタリング計画（環境監視等）を定めた上で、工事を実施して

いる。環境モニタリングの結果は、学識経験者で構成する「諫早湾干拓地域環境調査委

員会 （長崎県県民生活環境部）に毎年度報告され、専門的立場から検討されている。」

平成元年から継続的に実施しているモニタリング調査等の結果を用いて、環境への変

化が環境影響評価の予測結果に沿って推移しているかどうかの検証について平成13年に

行っているが、その概要は次のとおりである。

・潮位は、潮受堤防締切り以前から年々上昇する傾向にあり、堤防締切り後も上昇す

る傾向にあるが、同様の傾向は有明海以外でもみられ、諫早湾周辺に限った現象で

はないと考えられる。また、潮流については、潮受堤防締切り後、堤防前面海域で

は流速が減少するものの、諫早湾湾口部に向かって減少幅は徐々に小さくなってお

、 。 、 、り 当初の予測結果に沿った変化がみられている 一方 諫早湾外の調査地点では

潮受堤防の締切り前後で一様な変化の傾向がみられていない。

・諫早湾内の海域水質は、ＣＯＤ（化学的酸素要求量 、Ｔ-Ｎ（全窒素 、Ｔ-Ｐ（全） ）

リン）ともに、潮受堤防締切り前後に明確な変化はなく、経年的にほぼ横這いで推

移している。

、 、 、・プランクトンと底生生物は 潮受堤防締切り後 湾奥部では変化がみられるものの

諫早湾の湾口部では、潮受堤防の締切り前後を通じて、出現種類数、細胞数、個体

数などに大きな変化はみられていない。

なお、平成 年度までのモニタリング結果の主な項目の概略を示せば以下のとおりで14
ある。

（諫早湾干拓事業環境モニタリング

）パンフレットより（ ）平成 年度版14

環境モニタリング位置図

環 境 モ ニ タ リ ン グ



＜水質＞

化学的酸素要求量

全窒素、全リン

＜底質＞

粒度分布（軟泥の占める割合）

 位置図 
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＜水生生物＞

プランクトン

底生生物

位置図
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